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自治体設立の大学を核とした

まちづくり計画のための基礎的考察
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On the Planning for the Prefectural University Town 

Mariko 01， Yoshiaki SHIMADA， MasaωMAEKAWA， and Yoshiaki HONDA 

(Received Feb. 29， 1996) 

h 也iss知dy，重rstly，白egen町a1effects宜'Om 白e10αtion of the prefectura1 

山首versityare studied by the use of questionnaires survey. 

Secondly， a ωnnection between the universI'句 and白e旬wnis discussed by 

location of the facilities and consciousness of the habitants. 

Lastly， the planning theme and model plan are proposed. 

1 .研究の目的
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大学は歴史的にみると、一つの都市を形成するなど地域との結びつきは極めて大きなものであっ

たが、現代社会においては学歴主義、孤立主義、閉鎖主義の象徴として都市あるいは地域とは無縁

の孤立した教育・研究施設となりがちであった。しかしながら、近年、全国的に各地方の自治体が

地域活性化の手段として、大学の設立を目指して積極的な誘致活動を展開している。そこには、大

学の設置による若者の定着、経済効果などの直接的効果以外に、地域のイメージアップなどの期待、

さらには産・官・学共同による共同研究体制の充実への期待などがあるo このように、地域と大学

の関係は従前にも増して高まっている。

これらの背景には地方分権への高まりに伴う地域の自立性の確保や、小さな世界都市への指向を

目指した多様な国際交流の推進など大学を地域のひとつの核として位置付けようとする期待がある。

以上の認識を踏まえ本研究では、まず地域活性化のために設立された大学を対象とし、アンケー

ト調査や文献等によりそれらの大学と地域の関係を把握するo次に、住民へのアンケート調査等法

曳地域住民の意識や周辺地域の施設立地の変化等を把握し、設立時の主旨と比較しつつ現状におけ

る計画課題を抽出するo そして、大学と地域の連携及び、大学を取り巻く地域のグランドデザイン

に関する今後の方向性について検討するo

2. 自治体股立の大学と地媛との関係

( 1 )自治体による大学設立の経過

平成6年現在、自治体が設立した大学は全国に48校ある。このうち都道府県によって設立された

*博士前期課程 **博士後期課程 ***福井県立高志高校 ****環境設計工学科
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大学は33校、市町村によって設立された大学は15校である。地域別にみると、北海道 (2校)、東

北 (3校)、東京 (2校)、関東・甲信越 (4校)、中部・北陸 (8校)、関西(14校)、中国・

四国(7校)、九州・沖縄 (8校)となっているo また、年代別にみると、昭和24年までに24校、

昭和25年から平成6年までに25校となっている。そのうち昭和61年以降の15校は、地域活性化、高

度福祉社会への対応を主な目的としているo また、近年においては大都市の大学を地方に誘致した

り、短大や単科大学を総合大学として昇格する等新たな動きもみられる。そして、これらの大学は、

バラエティに富んだ学部や学科の構成、施設や設備の充実等で若者を引きつける努力を行ったり、

大学と地域の結びつきや、産・官・学による共同研究体制の充実などに重点を置いたりしている。

( 2 )地域に与える効果

自治体設立による大学が地域に与える一般的効果を把握するため、福井県立大学と地域活性化の

ために設立されたと考えられる 7校、計8校に対して「自治体設立による大学が地域に与える効

果」に関するアンケート調査を行ったo なお、回答は7校から得、その結果は表1に示すとおりで

ある。

全ての大学において「大学と地域住民との交流」および、 「地域のイメージアップへの貢献Jに

関する評価が高くなっているo地域住民との受流に関しては、公開講座 (4校)、図書館、交流セ

ンタ一等の学内施設の開放(3校)、大学祭 (2校)などがあるが、地域社会問題研究会による地

域住民との交流活動などにみられるように大学から地域への働きかけは、多くの大学で特に意識さ

れているo また、市街化区域内にあるM公立大学を除いて 6校全てが大学周辺の市街化の進展を意

識しているo 学生用の共同住宅、スーパーマーケット、コンビニエンスストア等の商業施設の増加

の指摘が多いが、これらが計画的な立地かどうかは問題とされているところであるo

「産官学による共同研究」は、多くの大学の設立理念とも合致しており、委員の派遣、共同研究

の実施などをあげているが、この分野は努力の積み重ねが必要であり、継続的な取り組みが必要で

ある。

また、 「若者の定着効果」については現段階で効果があったと指摘しているのは3校のみであっ

た。関学時期との問題で効果が現れていない点もあるが、地元産業界との各種受流を通じて定着を

高めることは今後の課題といえるo

( 3)福井県立大学設立の意味

福井県立大学の設立構想は昭和63年5月の県大学問題協議会の設置から始まった。その後平成元

年1月に、県大学問題協議会・専門委員会の最終報告が知事に提出された。これを受けて県立大学

設立準備委員会が設置され、平成4年の関学に向けて始動したわけである。そもそも県立大学の開

学については、当時の福井県の高等教育機関が少なかったことが影響している。当時の県内高等教

育機関は、大学3校、短期大学3校、高等専門学校1校、専修学校(専門課程)20校であり、昭和

63年度の入学定員は、大学がし470名、短期大学が820名、高等専門学校が200名、専修学校がし217

名と計3，707名の収容人数であった。これに対し、進学希望者数は約6，000人であったことや、大学

の学部構成が教育・工学・医学の三分野に偏り、研究分野の多様性に欠けていたことにより、毎年

多くの有能な人材が県外に流出する事態を招いていたo このような状況の中で、高等教育機関の量



表 r自治体設立が地域に与える効果」に関するアンケート調査結果

問

る。

'tITしい
県 lある大学
立卜特色ある教育、研究を行う
大 l個性ある大学
学卜地域社会と連携した大学

L、

注)7: r貧大学の股立は、地域のイメージアップに貢献していると思いますか。」という聞いに対しては全てが「思う」と回答している

】

c
m



196 

的、質的整備が強く要請されていた。また大学やその他の教育機関が県北部の嶺北地域に偏在して

いることも指摘されていた。そこでこれらの状況を踏まえ、社会的ニーズ、福井県の産業・文化の

発展への貢献、既設の大学や短期大学との関連、嶺北・嶺南の地域間較差の是正等を配慮した四年

制大学の設立が決定されたわけであるo

福井県立大学は学術文化と生涯学習の拠点として、真理探究の精神、広い視野と豊かな創造力、

高度で専門的な知識・技術を有する有為の人材を養成するとともに、先進的な科学の研究及び技術

の開発を行い、地域社会発展の原動力として、福井県の産業振興と文化の発展に寄与することを目

指している。

福井県立大学の基本理念は、時代の進展に対応できる先進的な教育を行う「新しい時代にふさわ

しい魅力ある大学」、生涯学習の機会を提供し、また産・官・学協力による共同研究を行う「地域

社会と連携した聞かれた大学」、社会の変化に柔軟に対応できる弾力的な教育を行い、また環日本

海を展望した研究など地域の特性を活かした研究を重視した「特色ある教育・研究を行う個性ある

大学」である。

平成4年の関学当初から地域住民の生涯学習の場として、多彩なカリキュラムのもとで、夜間や

土曜日開講のオープンキャンパスを実施しているo また演奏会や会議等に利用できる交流センター

を広く地域住民に開放するなど地域住民との交流も図っている。さらに環日本海交流の具体的な事

業として、平成6年には中国の漸江省財経学院、韓国の麗水水産大学校、国立江陵大学校と学術交

流協定を結び、環日本海交流の拠点としての地位を築きつつあるo

(4)福井県立大学を取りまくまちづくりの現状

前項で述べたように福井県立大学は単に教育・研究機関としてだけでなく、地域の産業の振興や

文化の発展への貢献など多くの使命を持って設立されたわけであるが、ここでは特にまちづくり・

地域づくりの観点から、県や地元市町村における県立大学設立の意義・位置づけについて考察する。

県立大学の設立は、平成元年 1月に県が策定した福井県新長期構想で「ふくい学術研究都市づく

り」の一環として位置づけられており、この大学を核としてどのようなまちづくり・地域づくりを

進めていくかが県や地元市町村の課題となっているo

このため県は、県立大学の関学後も交流センターや大学院の設置、附属研究所を整備して学術研

究機能を充実していくほか、情報産業集積促進事業により県立大学に隣接してソフトパークふくい

(情報産業集積団地)を建設して学術研究都市づくりを進めていくこととしており、平成6年4月

には既に造成・分譲を終えたソフトパーク内に核となる県産業情報センターがオープンしているo

また県立大学福井キャンパスのある松岡町でも、平成4年度に策定したまちづくりビジョンの中

で、県立大学や国立医科大学は学術研究・健康医療・情報交流などの拠点として優れた技術情報の

発信基地、先鋭的な人材の育成と交流、広域的な就業機会づくりなどの役割を果たすとして、ソフ

トパーク・県立大学・医科大学・グリーンセンターを連ねて、その周辺に関連機能を集積しながら

東西に伸びる帯状の学術研究都市ゾーンの形成を目指したいとしている。特に県立大学周辺とグ

リーンセンタ一周辺は、それぞれ高度な機能を持つ研究開発ブロックを、また医科大学周辺は関連

研究機能と居住市街地、生活・交流機能などの整備を考えており、県立大学正門から医科大学南側

を通ってグリーンセンターへ至る沿道は、学園都市を象徴する街並みに誘導する等の検討も進めて



いるo

しかしこのような学術

研究都市づくりは単に施

設を充実していくだけで

はなく、松岡町五領地区

がこれまで有してきた良

好な環境と景観を活かし

ながらまちづくりを進め

ることが大切であり、松

岡らしさのある学術研究

都市づくりを目指してい

くことが重要であると考

えられる。 図1 福井県立大学周辺における学術研究都市づくり(構想を含む)

3. 大学と地域の連携についての評価

( 1 )福井県立大学周辺の施設立地
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福井県立大学の設立により周辺地域の施設立地がどのように変化したかを把握するため、周辺地

域を図2に示すように18地区に分割し、設立以前の昭和56年から設立後の平成6年までの4年間隔

(昭和56年、昭和60年、平成2年、平成6年)ごとに住宅地図を用い、施設を住宅(一戸建住宅)、

共同住宅(学生用のマンション、アパートがほとんどである)、商業施設(庖舗併用住宅、届舗な

ど)、業務施設(一般会社、事務所、農協など)、公共施設(学校、公民館、神社など)、その他

の施設(駐車場など)に 持剥下〈トj:J訓潟11〈切し31Jf勝れ 下1‘え
勺1込，.. ---=:J_ --，.司........ ケ やÇJ 早『一、、)~"，--r-二縄歯富 一二 0 1 7;: 

分類して集計した。大学 長ヲ吾、よエム;t¥K r-.!'!茶入い樹齢肱イ‘111;
設立により変化がみられ 時外一会む協kJrふ甥場磯弘ヴ ι叶J品川~liì~I ぷJ1不『必較笠号、ζJi!i/、 ‘~\迂1 γ習環 之-J.，'¥
た地区に関する集計結果

は表2に示すとおりであ

るo

施設総数は、昭和56年

の537施設が平成6年に

は825施設と約1.5倍の増

加を示している。これを

用途別にみると、商業施

設が21から46(約2.2倍)、

業務施設が19から29(約 図2 周辺地区のゾ一二ング

5倍)、公共施設が30から40(約1.3倍)、住宅がが435から515(約1.2倍)、その他施設(駐車場な

ど)が40から150(約3.8倍)となっている o また、共同住宅は昭和56年には 1棟もなかったのが、

45棟と急増しているo なお、住宅、共同住宅は平成2年以降の県立大学立地決定後に増加している。

次いで、施設の立地場所についてみると、県立大学直近東側の⑭地区で住宅を中心とした施設の
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立地が平成2年から急増し、これと

隣接する⑩⑮地区でも増加がみられ

る。なお、この3地区はいずれも用

途地域内であるが、最近では@洛渇

⑨⑪⑮と周辺の用途地域外での増加

⑩もみられるo

以上みてきたように、昭和56年時

点のデータから、福井医科大学の設

立はそれほど施設立地への影響はな

かったと考えられるが、平成2年以

降の施設数の増加は顕著であり、施

設数からみた福井県立大学の設立が

周辺地区に与えた影響は大きいもの

がある。しかも、用途からみると、

住宅立地が先行しており、これに商

業、業務施設が続く形となっている

ため、今後の施設数の増加がこれら

商業、業務系を中心に展開すると予

想される。

また、その立地は周辺の用途地域

外へも及んでおり周辺地区の生活環

境に及ぼす影響も心配されるところ

であるo すなわち現段階で人口増が

みられるものの、将来を見通した計

画性のある市街化とは言えず、地区

表2 周辺地域における施設数の変化

住宅 共同住宅 商業施2 公共施翻 その他 合計

856 31 O O 2 35 

③ 話。 31 O O 3 36 
H2 33 O 2 O 2 5 42 
H6 32 O 2 2 9 46 
856 21 O 2 2 3 29 

④ sω 21 O 3 O 2 4 30 
H2 18 O 6 O 3 3 30 
H6 19 O 6 1 3 9 38 
856 33 O O 36 

⑦ sω 32 O 2 37 
H2 31 O 2 O 2 5 40 
H6 31 O 2 12 47 
856 25 O O 4 4 3 36 

⑨ 鋭訓。 24 2 4 4 5 40 
H2 25 2 3 5 4 7 46 
H6 24 2 5 5 4 16 56 
856 3 O 5 O O O 8 

⑩ sω 2 O 6 O O O 8 

H2 2 O 6 O O O 8 
H6 8 4 6 O O 2 20 
856 卸 O 3 O 3 O 56 
⑭ sω 48 3 4 O 3 2 ω 
H2 86 6 4 O 7 11 114 
H6 124 17 6 3 7 17 174 
856 O O O 2 O O 2 

⑮ sω O O O 2 O 3 
H2 o 3 O O 5 
H6 11 11 4 4 O 7 37 
856 29 O O 4 4 38 

⑪ sω 29 O O 4 4 38 
H2 29 O O 4 6 40 
H6 29 3 4 6 44 
856 48 O 3 3 56 
⑮ sω 47 2 3 3 3 59 
H2 49 3 3 9 

“ H6 50 2 2 2 20 77 
856 435 O 21 11 30 40 537 

体全
sω 428 8 26 12 33 55 562 
H2 462 14 38 17 41 84 656 
H6 515 45 46 29 40 150 825 

注}県立大学設立により影響のあった地区のみについて示している

環境、道路計画と関連性のとれた計画性を持った開発が必要であり、大学を核とした地区マスター

プランの作成と開発に対する規制、誘導が必要となっているといえよう。

( 2 )周辺住民の意識の変化

【調査の概要】

福井県立大学周辺地域の住民を対象に「大学を中心としたまちづくり」に関するアンケート調

査を行った。有効票は、 70票(回収率70%)であった。なお、回答者の職業は、会社員が4割、

農業が2割強、その他3割強(不明を含む)であった。

【大学股立の影響】

・若者の定着効果(図3)

「大学設立は地域の若者の定着に効果があったかJという問に対して約7割が「思わない」と

答えている。その主な理由として「県立大学ができても以前と変わりなく地元の若者は県外ヘ出

ているから」、 「大学に在籍している聞はいいが、卒業してから働く場所がなく、結局は他の地



域に移住してしまうのではないか」、

「県立大学の学生は他県の人が多い」、 「関学して 3年目

だからまだ定着していない」、 「若者との接触がないからJ

等を挙げている。

・市街化の進展(図4)

「大学設立以前に比べて周辺地域の市街化が進んだか」

という間に対して「思うJと答えた人は約9割と大多数を

占めた。具体的には、 「アパート」、 「マンション」、

「飲食庖」、 「コンビニエンスストア」、 「住宅J、 「ガ

ソリンスタンド」等を挙げているo

・周辺環境の悪化(図5) 

「大学設立により周辺環境が悪化したか」という問に対

して「思う」と答えた人は4割強で、その主な理由をまと

めると、 「騒音が大きくなった」、 「交通マナーの悪い人

や路上駐車等が増えた」、 「真夜中に騒いでうるさいJ、

「車やバイクでの暴走があるJ、 「風紀が乱れてきた」、

「ゴミの始末が悪しリ、 「他人の家の庭や道路などへのゴ

ミの投げ捨てがある」、 「自転車の盗難、乗り捨て等が増

えたJ、 「地区外の人が増えて恐い、夜特に気を使う」等

となっているo

思わない

68% 

図3 若者の定着効果

思わない

鳴

思う

91% 

図4 市街化の進展

思わない

55% 

思う
45% 

また、同様にこの間に対し「思わなしリと答えた人は、 図5 周辺環境の悪化
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その主な理由として「若者が増えて賑やかになり、活気が出てきたから」、 「学園都市として発

展しており、良いイメージで受けとめられているからJ、 「環境整備が進んでいるから」等を挙

げているo しかし、市街化の進展から今後悪化するのではないかと懸念を示している人もいた0

・地域との受流(図6) 

「地域住民と県立大学との交流が盛んに行われているか」

という悶に対して「思う」と答えた人は約3割であった。

具体的な交流活動として、 「公開講座」、 「講演会」、そ

の他「国際交流」、 「施設の解放J、 「ミニコンサート」

等を挙げているo

また、同様にこの間に対し「思わないJと答えた人は、

その主な理由として「具体的な活動内容の情報が伝わって

こないからJ、 「交流の場がないから」、 「一部の人とは

交流しているが、一般住民とは交流していないからJ、

「交流に参加したことがないからJ等を挙げている。

・地域のイメージアップ(図7)

「県立大学の設立が地域のイメージアップに貢献してい

思わない

71% 

図6 地域との交流

思わない

17% 

思う

おZ

るか」という聞に対して「思う」と答えた人は8割強であ 図7 地域のイメージアップ
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った。その主な理由として「学園都市としてのイメージが定着しつつあるから」、 「大学がある

というだけでイメージアップにつながっていると思うから」、 「地区の名が有名になったから」、

「地区の場所の説明がしやすくなったから」等を挙げている。

また、同様にこの間に対し「思わない」と答えた人は、その主な理由として「問題が多くなっ

たから」、 「大学がただ建っているだけで、何のメリットもないから」等を挙げている。

【まちづくりに対する意識}

・まちづくりに必要な施策(図8)

大学を中心としたまちづくりにとって大切なことを18項目の中から各人3つ以内で選択しても

らった。その結果、 「①大学の施設を開放する」や「⑥大学周辺を中心とした道路網など社会基

盤の整備を行う。」と答えた人が多く、約4割の人が選んでいる。

5 10 15 

-地域と大学の関係

①大学の施設(図書館、体育館等)を開銀する

②公開講座を積極的に行う

③地域住民と大学関係者との交流の場を設ける

④地域住民と学生との交流の場を設ける

⑤大学をとおして国際受流を行う

@大学周辺を中心とした道路網など社会基盤の整備を行う

⑦公共交通機関の利便性を高める

@大学周辺を中心に街並みを美しくする

⑨大学周辺の商業施設の充実(商品の種類や質等)を図る

⑩娯楽施設をつくる

⑪飲食盾を増やす

⑫美術館等の文化施設をつくる

⑬アパート・マンシヨンを増やす

⑭公園をつくる

⑮街路樹、植栽など緑を増やす

⑩夜間の明るさ・賑わいを出す

⑪外国人も住みやすいまちにする

却 25 30 ⑩その他(

図8 必要な施策について

地域と大学問の今後の関係についての期待・要望を示すと、まず大学に対する要望については、

「地域住民との交流の場をもっと増やして欲ししリ、 「もっと地域住民に県立大学の情報を提供

して欲しい」、 「いろいろな行事に地域住民が自由に参加できるようにして欲しい」、 「公開講

座のジャンルを増やすなど、もっと積極的に公開講座を行って欲しい」、 「地域住民がもっと気

軽に利用できるように図書館などの施設を開放して欲しい」等の意見があった。

次に、行政に対する要望については、 「大学周辺を中心に町並みを美しくして、文化施設など

を増やして欲しい」、 「道路網などの社会基盤が乱開発にならないようにして欲ししリ、 「学園

都市にふさわしい企業・商屈に対して誘致するプロジェクトを作成して欲しいJ、 「学園都市づ

くりに官民一体となって、今後さらに積極的に進めて欲しい」、 「大型庖などをつくり、福井方

面に出ていかなくても良いようにして、学生に住みよい地域にして欲しい」、 「地域住民と大学

と行政の三者の対話を行って欲しい」等の意見があった。

最後に、地域住民に対する要望については、 「大学との交流にもっと積極的に参加する必要が

ある」、 「学生をもっと理解してやるべきだ」等の意見があったo

以上、これまで示した県立大学周辺の地域住民の意識からみて、市街化の進展や地域のイメージ

アップ効果などについては肯定的な意見が多くなっていることがわかる。しかし、周辺環境に対す
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る悪化の心配からみて、無秩序な開発に対する心配も窺われるo また、若者の定着効果や大学と地

域との支流については現状では評価が低く、県立大学の設立理念の一つである「地域社会と連携し

た聞かれた大学」という目標は今後の大学まちづくりの推進に向けて積極的に取り組んで行くべき

重要な課題といえようo なお、大学と地域との交流については前述したように県立大学側では評価

は高いが、地域住民の評価は低く、大学周辺との連携強化が今後の課題である。

( 3 )福井県立大学設立の評価

福井県立大学が関学したことにより、福井市郊外に位置する松岡町における市街地の形成は、昭

和53年の福井医科大学関学以来の新たな展開を迎えることとなった。この地域への大学の設置は、

周辺地域へ都市機能を導入することを意味するが、同時に九頭竜川流域の田園地帯や緑といった豊

かな自然や点在する古墳及び街道筋の神社仏閣などの歴史・文化遺産との新たな関係を生じさせる

ことになると考えるo この関係は地域資源としての自然や歴史・文化を活かすことによる地域の個

性化・差異化と学術研究機能の高度化との調和ある存立の実現を示唆していると考えるo換言する

と自然・歴史・文化・景観・科学が共存できる環境及び大学まちづくりの具体的なビジョンの提起

が大きな課題となっているo

次に前述のように地域住民の「大学まちづくりとして大学に期待すること」は次のように要約で

きるo つまり社会基盤整備や公共交通機関整備などのハード整備と大学による開放講座の開講や地

域住民に大学施設を開放するなどのソフト運用の期待が大きいことであるo こうした期待にどのよ

うに応えているかを福井県立大学の現状で評価すると、市街化が進んだという地域イメージの定着

とそのことによる地域の未来に対する期待感を与えたという点で評価できょう o しかし今後は、福

井県立大学の基本理念の一つである「地域社会と連携した関かれた」という観点から、大学と地域

住民とのハードからソフトに至るまでの関わりをどのように研究、実践できるかが評価の鍵となる。

松岡町を含めた地域の個性豊かな環境づくりに、福井県立大学が果たすべき役割は、学術研究を

一つの指標として地域住民を含めた知性あふれるコミュニティの形成を支援することである。その

ためには福井県立大学が核となって、産・官・学・住との交流を進め、それらの連携を構築するた

めの具体的な大学まちづくり計画の提言が求められているo そしてその提言こそが福井県立大学設

立の評価のエッセンスとなるo

4. 大学を核としたまちづくりの方向性

( 1 )まちづくりの計画課題(図9)

【現状の問題】

・土地利用

現在県立大周辺は、図2に示すように一部用途地域として指定され、さらに、まちづくりマス

タープランの作成も行われている。しかし、今のところやや無秩序な開発が行われているように

思われる。特に、農地は学生用のアパート・マンション、飲食底などへの転換が多くなってきて

おり、その立地も点在している。

・交通

当地区の最も重要な交通問題としてアクセスの問題が挙げられる。この問題は公共交通におい
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《課題》

五重手段の整備

自動車五重に対する
手IJ便'性の向上

回避性を高める

新しい施設江設置

学術機能を高める

雇用健会の増大

商業・サービス業の振興

融合化住への対応

アメニティの車I踏

阪i1J<.計画

学園都市としての魅力を
高める

居住環境の整備

図9 まちづくりの計画標題

《計画

他地区とのアクセス向上

高車道路との連絡

地区内回廊の形成

大学を中むとした学術、文化、
国軍充庇施設の整備

産・官・学・住の交流の場を
提供

生涯学習の推進

経済、経営を活かした産・宮-
学による共同研究備l防充実

保健・医療・福祉関係機関の
整備、充実

医療の高度化、専門化に応じた
施設の整備、充実

医療と錦織術の提撲

レクリエーション・観光施設の
拠告として霊備

学術開喝の集中

企業の誘致

多様な商業・サービス業の展開

福祉施設の充実

コミュニディの活性化

自然環境の保全

防災、消拐、附~~雪備IJの充実

筒状南通りを中1[.¥(こ学園都市
を象徴するまち並に誘導

地区計画、まちづくり協定など
の制定
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て特に顕著であり、その唯一のアクセス手段であるパスの便数が少ないため、利便性に欠ける。

また、自動車交通についても、高速道路からのアクセス道路の整備が整つてないため、そのメ

リットは少ない。

・産業・施設

当地区には学園都市の機能の中心として、また、広域施設として、福井県立大学が立地してい

るが、 「地域社会と連携した関かれた大学」という役割は十分に果たされてはいない。また福井

医科大学、グリーンセンターも含めて本来の利用目的だけにとどまっており、地区の活性化に向

けては機能していないといえるo さらに、地域住民のための諸サービス機能、コミュニテイ機能、

観光・レクリエーション機能についても、その機能を発揮するまでに至っていなし、。

【計画課題】

・土地利用

既存施設との整合性を保ちながら、土地の利用分担を図っていくことが望ましく、ある程度の

集積をもった土地利用にし、計画的な開発を行う必要があるo また、'地区計画やまちづくり協定

などの制定によって地区内を規制、誘導し、住民が中心となったまちづくりを行い、行政がそれ

を支援することが望ましい。

・交通

当地区の交通についての課題は、地区内における回遊性を高めることと、当地区へのアクセス

を良くすることである。まず、回遊性を高めるためには、遊歩道などをつくり地区内に回廊を形

成する必要があるo次に、アクセス向上のために公共交通機関の利便性を高めたり、高速道路と

の連絡を良くする必要がある。

・産業・施設

まず、既存施設を利用して産・官・学・住の連携強化、高齢化社会に対応した保健・医療・福

祉の提供、住民のニーズに応えたレクリエーション機能の向上などを行う。次に、新しい施設を

設置することにより、雇用機会の増大、商業・サービス機能の振興などを図る。そして、魅力あ

る学園都市とするため、良好な住宅地を計画的に整備し、十分な防災計画などを行う。

( 2 )まちづくりのためのゾーニング

先に述べた計画課題を考慮してモデルプランを作成した。各ゾーンの役割を以下に示し、そのモ

デルプランを図 10に示す。

・学術・研究ゾーン

ソフトパーク、福井県立大学とつながりをもたせて専門学校、県立大学、福井医科大学と多種

多様な共同研究を行う企業を誘致し、福井都市圏全体の頭脳集積ゾーンとして位置づける。

・文化ゾーン

地域住民のための文化機能をもたせ、地域の文化的アメニティの向上を図る。コンサートや美

術品等の展示等ができる文化センターを設立する。また、県立大学との連携により国際交流にも

力を入れ、地域の国際性の向上に役立たせる。

・商業ゾーン

地域住民の生活を支援し、食料品だけでなく、衣料品、家具、電化製品、書籍など地区内での
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購入を可能にする。また、余暇を楽しむために飲食庖、娯楽施設なども設置する 0

・住居ゾーン
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土地区画整理事業の推進、学園都市にふさわしいまち並みへの誘導、防災計画などにより良好

な住宅地の供給を行う。

・保健・福祉ゾーン

地域住民の健康づくりを支援するため、ライフスタイルに対応した健康教育、相談などが行え

る保健施設や高齢化社会に対応した病院、老人ホーム、在宅の中間的な施設などを医科大付属病

院とつながりをもたせて設置し、保健・医療・福祉の総合化を目指したシステムを確立する。

.レクリエーションゾーン

現在ある公園をさらに魅力あるものに整備し、スポーツや自然観賞等で余暇時間を充実させる。

このゾーニングプランでは、住民の快適な生活空間の創造、田園・緑・水辺を活かした水緑学園

都市、防災計画、高齢化社会への対応などを考慮しているが、渡新田、末政、上合月、下合月では、

優良な農地を保ち、自然破壊や建物の点在を防ぐため、開発の制御も必要である。

( 3 )地域の核としての福井県立大学の役割

県立大学が設立されたことによって、若者の定着や地域のイメージアップなどの効果が徐々に出

てきており、地域が活性化されつつあることが明らかになった。しかし、現時点では県立大学の存

在だけで起こった効果に過ぎないということも明らかになった。また、大学と地域住民との交流が

不十分であることもわかった。したがって、今後大学を地域の核として発展させるためには、まず、

地域の中心として県立大学の果たすべき役割をもう一度見直し、地域住民、行政、企業、大学の連

携について考えてみると、以下のような内容が考えられるo

【交流の場の提供】

.県立大学を軸として地域住民・行政・大学・企業・海外の交流の場を提供し、全体の連携を構

築する。

・県立大学と住民との交流の場をっくり、県立大学に対する住民の意見、要望を聞き、県立大学

は今後どうあるべきかなどを話し合うo また、住民・学生・教員の交流も頻繁に行う o

・地域の国際性の向上を図るために、交換留学生の受け入れや住民と学生に語学、異文化などの

学習の場を提供する。

・県立大学・医科大学・養護学校・専門学校の交流の場をっくり、各学校が地域に対して今後ど

のように貢献していくのかを話し合っていく o

・住民と行政との交流の場をっくり、住民がまちづくりに必要な専門的知識の獲得を可能にする。

【情報の提供】

大学の活動内容や業務内容などの情報を分かりやすく地域住民に流す。

【共同研究・技術開発の中心】

行政と大学、企業と大学で共同研究・技術開発を行い、行政と企業との共同研究・技術開発を

補助する。

【生涯学習の支援】

地域住民のニーズに対応させた公開講座を積極的に行う。
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【文化活動のパックアップ】

学内にある図書館、情報センタ一、大学ホールなどを開放し、住民の容易な学内施設の利用を

可能にし、住民による各種文化活動のパックアップも行う o

5.大学と地域の連機の強化

( 1 )地域の自主性向上に向けての方向

成熟社会に移行しつつある現在、活力ある地方・地域の創出に向けて、地方分権の推進をめそる

議論が盛んになってきた。 18歳人口の短大を含めた大学進学率が50%を越え、大学の大衆化ととも

に、大学が社会に果たすべき役割にも変化が見られるようになった。これまでの大学像には社会で

指導的役割を担うべき人材の育成と純粋学問を追求する研究活動が求められていた。しかしここ数

年来の大学改革の経緯をみると、大学自らが、その存在意義を評価することや学部・学科あるいは

研究体制といった組織の改組が進められている。このような状況の中で、自治体が設立する大学の

基本フレームも、これらのドラスティックな変革の影響を受けながら、従来の大学像とは一線を画

した形で構築されているo

自治体が設立する大学は地域の知的ストック機関の中枢として、地域住民、企業及び行政機関と

の密接な連携・交流を目指し、地域全体の知的水準の向上に資する大学にならなければならないと

考えるo

大学と地域住民との連携・交流の場として、大学が開講する公開講座があげられるo その内容に

質的な変化を持たせ、教養講座から大学院レベルの研究活動まで、多彩で重層的な講座の設定を考

慮すべきであるo また地域住民のニーズに合わせながら住民の参加意欲を喚起し、参加者のインテ

リジェンスを高めなければならない。またキャンパス内の図書館や情報センターを開放し、住民が

容易に大学の持つ知的ストックにアクセスする方途を開かなければならない。同時に大学ホールを

開放することにより、住民による各種文化活動をパックアップすることも必要であろう。地域住民

にとって大学がより身近に感じられる「聞かれた大学像」の実体感が求められている。

次に、大学と企業との連携・交流については、実践的で即時性のある共同研究や技術開発を進め、

研究開発のための資金調達やスタッフの確保に合理的で多彩な研究者を登用する組織づくりを追求

すべきである。さらに共同研究や技術開発の成果のデータペース化を図るとともに、関係する学会

への参加や特許申請をも含めた高い次元での研究・開発体制を確立しなければならない。また共同

研究・技術開発は行政機関との間でも展開されるべきであるo その場合、大学と企業との聞のそれ

とは異なるコンセプトによって進めなければならない。研究・開発が長期間におよぶもの、または

研究開発費が高額なものは、自治体からの恒常的な財政支出による研究助成により進められるべき

である。さらに大学は、企業、行政機関との共同研究・技術開発を推進した研究スタッフを、自治

体と企業聞の交流のための人材として、官民パートナーシツプを高める調整機能をも持たなければ

ならない。

このように大学と地域住民、企業、行政機関との聞の具体的な連携・交流を推進することによっ

て大学の持つ知的ストックが増幅・拡張するものと考えるo そして大学を中核とした知的ストック

は地域の共有財産として、新たな地域文化・文明の発展に資するものと考える。こうして、大学は

地域文化・文明の発展の牽引車としての役割を獲得し、地域文化・文明を後世に伝達することによ
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り、地域全体の知的インフラとしての位置を具体的に表現する生命体となりうるものと考えるo こ

のことが地域住民、企業、行政機関に、地域自立の可能性を示すことにつながり、活力あふれる地

域発展を保障するものと考えるo

(2 )地域の国際性向上に向けての方策

一般に国際化とは国家間の支流が活発になることを意味する。具体的には貿易や資本投資などの

経済交流、国際的な学術会議への参加や開催、その他の文化的な交流などが高まることであるo 国

際交流の発展過程を段階的に捉えると、第 1段階が異文化への理解及ひ。白文化の再認識、第2段階

が相互認識及び協力関係の強化、第3段階が相互交流による連帯感の共有ということが考えられる。

この国際化の各段階において、大学の果たす役割が求められていると考える。

まず第 1段階では、大学に語学研究所並びに国際交流センターを開設し、交換留学生の受け入れ

を積極的に推進することであるo また企業と連携しながら、技術研修生の受け入れも進めなければ

ならない。第2段階では、二国問、多国間の大学交流による共同研究・開発を推進し、現代社会が

抱えるグローパルな問題の解決に対処することが考えられる。第3段階では、就業機会や住環境を

求めて移動する人々を援助するステーションとしての役割が考えられる。

福井県立大学を軸として考えてみると、第 l段階では、日本海をとりまく国々の言語を学習する

語学教育の充実やそれらの国々との交換留学制度の確立が考えられる。第2段階では、環日本海諸

国との経済交流のあり方、日本海の水産資源、高度成長を続ける中国の環境汚染と地球環境との関

連などの共同研究や技術開発があげられるo第3段階においては環日本海諸国全体の労働需要や景

気変動等の研究や人的な交流を促進させるためのリゾート開発計画の策定などがあげられる。大学

における学生や地域住民の国際交流のあり方が企業や行政に波及し、地域全体の国際性にもつなが

ると考えられる。

さらに地域全体の国際性向上が、自治体の責任による自立した国際交流の実現を促進させるもの

と考える。そのためにも、 ODAの財源や有能な人材を自治体に譲与することを現実的な課題とし

て広く議論されるべきだと考えるo

(3 )地域住民・大学・企業からなる大学まちづくり体制の構築

大学が「生涯学習の拠点J r聞かれた大学」として、地域住民の積極的な参加および支持を受け

るような体制が確立すると、大学の持つ知的インフラ機能を発揮するようになるo 一方、地域住民

は企業にとっては消費者であり、行政にとっては主権者という地位にあるため、地域住民が大学で

の活動を通して獲得したさまざまな知識や経験は、行政や企業に対する地域住民自らによるアクセ

スを活発化させることになると考える。地域住民が主体的に行政や企業に働きかけることは、これ

までの三者の関係を大きく変えることになると考える。またこれまでの地域開発は、時として行政

主導に陥ったり、民間開発が利潤追求に重点が置かれているとの批判が多かったと思うo これらの

批判は住民参加の方途が閉ざされていたことに由来するというよりも、地域住民の参加意欲や参加

のための基礎的な知識が不足していたと捉えた方がより的確なものであると考えるo このような地

域住民の積極的な参加は、知的インフラへの具体的なアクセスによって高揚するものと考えられる。

そこで大学を軸とした地域住民・企業・行政の有機的な連携体制として、 「大学まちづくり開発
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機構(仮称)Jの設立を提起したい。地域住民の積極的な参加を維持および持続させるための恒常

的な機関として、また行政・企業・大学問の共同研究を進めるための機関として「大学まちづくり

開発機構(仮称)Jは重要な働きをすると考えるo

たとえば国際交流を進めるにあたって、地域住民・企業・行政の有機的な連携体制としての「大

学まちづくり開発機構(仮称)Jが進めるべき方策をあげるなら次のようなものが考えられるo ま

ず行政が外国人のモビリティを高めるための道路標識や公共機関等の案内標識を、少なくとも数ヶ

国語で表示する。その表示板のデザインはイラストや写真等を多用した、地域住民の意見を尊重し

たものにする。また外国人が自動車運転免許を容易に取得できる運転免許センターを開設する。さ

らに地域住民が外国人の行政手続きや医療サービス、子弟の教育などをパックアップするボラン

ティア団体を組織し、行政の施策を誘導しやすいように援助するo また企業は外国人の雇用拡大を

はかり、このことが長期的には新しい市場の開拓にもつながるものと考えるo

また「大学まちづくり開発機構(仮称)Jは、行政・企業・大学問の共同研究のストック機能を

果たしているので、そこから発信される各種情報により、知識を仕事のベースにした知識職種や知

識をベースにした財やサービスを扱う業種である知識業種などの新しい経済活動が活発化する可能

性も考えられる。

このようにして「大学まちづくり開発機構(仮称)Jの活動は地域全体のインテリジェンス向上

に大きく寄与するものと考える。そして人々が知的ストックの共有を実感することにもつながると

考えられるo またこれこそ地域文化・文明の形成の端緒であり、地域自立の可能性を示しているも

ので、ひいては小さな世界都市の形成の基礎となり得るであろうと考える。

/tIU 0 JL o iY"lPd 
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図11 r大学まちづくり体制と地域の連携」概念図
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6.結輪

( 1 )昭和 61年以降に自治体によって設立された大学に地域活性化、高度福祉社会の対応を主な

目的としていることが多く、大学と地域の結びつきや、産・官・学による共同研究体制の充実など

に重点をおいていることがわかった。

(2 )福井県立大学を含めた 7校の大学を対象としたアンケート調査より、全ての大学において

「大学と地域住民との受流」および、 「地域のイメージアップへの貢献Jに関する評価が高いこと、

多くの大学が「大学周辺地域の市街化の進展」を意識していること、 「産・官・学による共同研

究」は努力の積み重ねと継続的な取り組みが必要なことがわかった。

( 3 )福井県立大学周辺では、兼定島の変化が最も大きいこと、住宅立地が先行しており、これに

商業施設、業務施設が続く形となっていることがわかった。

(4)福井県立大学周辺地域の住民にアンケート調査を行った結果、 「若者の定着効果」、 「大学

と地域との受流」に関する評価が低いこと、 「周辺環境の悪化」に対しては無秩序な開発の心配が

窺われること、 「市街化の進展」、 「地域のイメージアップ」については肯定的な意見が多くなっ

ていること、大学と行政に要望が多いことがわかった。

(5 )大学を核としたまちづくり機能を推進するには、 「アクセスを良くすること」、 「大学をい

かした機能分担」、 「学園都市としての環境づくり」が必要なことがわかり、まちづくりの計画課

題を示した。また、この計画課題を考慮し、ゾーニングプランを提案した。しかし、渡新田、末政、

下合月、上合月においては開発の制御が必要であると考え、既存の農地を保つことにしている。

(6 )まちづくりの体制として産・官・学・住の連携体制として「大学まちづくり機構(仮称)J 

の設立を提案した。そして、県立大学が果たすべき役割は、交流の場を提供すること、地域住民に

情報を提供すること、共同研究・技術開発の中心となること、生涯学習の支援を行うこと、地域住

民による文化活動のパックアップを行うことであると提言した。
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